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要旨 

  少子化による労働力不足や国際化の進展を背景に、日本における在留外国人数は増加している。それに

伴い、日本に居住する外国にルーツを持つ子どもの教育の重要性が高まっている。幼児期の教育・保育は

すべての子どもにとって重要であるが、日本に住む外国にルーツを持つ子どもやその保護者に対する支援

は十分とは言えない。外国にルーツを持つ子どもたちにとって、アイデンティティの確立や言語の習得

は、特に日本の学校で学ぶ場合において、将来の日本での生活に影響を与えることになる。本研究では、

子どもの最善の利益に基づく幼児教育・保育の重要性と、外国にルーツを持つ子どもに関する幼児教育・

保育の課題についてまとめた。また、外国にルーツを持つ子どもの教育・保育に加え、保護者支援に関す

る最近の政策動向をまとめた。その上で、現状を踏まえた今後の課題について考察した。 
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Abstract 

The number of foreign residents in Japan has been increasing against the backdrop of labor shortages. With 
the increase in the number of foreign residents, the number of foreign-born children or children with foreign 
parents living in Japan has also increased. It is said that although early childhood education and care are 
important for all of children, there is a lack of support for children with foreign roots and their parents living in 
Japan. For children with foreign roots, the acquisition of identity and language will affect their future life in 
Japan, especially in the case of studying in Japanese schools. 

This study summarizes the importance of early childhood education and care based on the best interests of the 
child, and the issues in early childhood education and care regarding children with foreign roots. The report also 
summarizes recent policy trends related to the education and care of children with foreign roots and the support 
for their parents. It then discussed future challenges based on the current situation. 
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1．はじめに 

少子化による労働力不足を背景に、日本に暮らす

在留外国人の数は急速に増加した。総務省出入国在

留管理庁によれば、2023 年末の在留外国人の人口

は 341.0 万人で、2022 年末の 307.5 万人から 33.5 万

人（10.9%）増加し、過去最多を記録した。また、

在留外国人の国籍についてアジア圏の国が全体の

約 8 割を占め、その中で最も多いのが中国、そして

ベトナム、韓国、フィリピン、ブラジル、ネパール

と続く。 

在留資格別では、「永住者」が最も多く、次いで、

「技能実習」、「技術・人文知識・国際業務」、「留学」、

「特別永住者」の地位をもって在留する者となって

いる。 

在留外国人の急増加に伴い、外国にルーツを持つ
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子どもの数や子育て家庭の数も増加している。年齢

別では、2023 年 12 月末時点で 0~6 歳の乳幼児数は

138,206 人で、2015 年の 102,805 人と比べると 1.3 倍

となっている。一方 7~15 歳の学齢期の児童生徒は

160,077 人を占めている。これらから、外国籍等の

子どもたちは、小・中学校のみならず就学前の幼稚

園、保育園、認定こども園などにも在園していると

考えられる。今後これらの学齢期前の子どもたち

が、日本の学校教育を受けることになると予想され

るが、教育現場では日本語指導が必要な子どもの増

加、不就学など多様な課題を抱えている。外国籍等

の子どもたちの学校教育へのスムーズな移行と保

護者支援のために、教育現場のみならず、就学前の

教育・保育現場での支援が求められている。 

しかし、外国にルーツを持つ子どもへの支援の多

くは、学齢期以降の子どもを対象としたものが多

い。例えば 2005 年に文部科学省は「外国人児童生

徒のための就学ガイドブック」、2019 年に改訂され

た「外国人児童生徒受入れの手引き」を公表した。

2020 年には「外国人の子供の就学促進及び就学状

況の把握等に関する指針」を出し、就学案内等の徹

底や就学状況の把握など、各自治体が実施すべき事

項が示された。就学前の外国にルーツを持つ子ども

に関する支援としては、文部科学省は 2020 年に「外

国人幼児等の受け入れにおける配慮について」「幼

稚園の就園ガイド」を公表した。保育所に関する国

としての総合的、体系的な関するガイドラインはな

く、各自治体で作成されているものに限られてい

る。 

今後も在留外国人は増えることが予想される。そ

の子どもたちは日本の学校教育を経て就職へと将

来にわたり日本での生活を継続し、共生社会の一員

として日本を形成する存在となることも考えられ

る。その場合、日本語能力や文化の理解など、日本

での生活の基礎を身に付け、その能力を伸ばすため

の教育は必要であり、幼児教育・保育は学校教育に

スムーズに移行させるための役割も持つ。しかし、

様々な理由で「未就園児」も存在している。幼稚園

や保育所などに通う子どもやその家庭は、就学に関

する情報や支援につながりやすいが、「未就園児」

の場合はそれらが困難なケースが多い。外国にルー

ツを持つ子どもの不就学問題の要因の一つとして、

就学に関する情報が届かない、情報が届いてもその

言葉の理解が困難である、サービス窓口での手続き

の煩雑さや言葉の壁によって、支援を受けられない

など孤立している場合もある。 

本稿においては、外国にルーツを持つ子どもの就

学前教育・保育に視点を置き、先行研究や自治体の

調査で示された課題から保育・教育の現場における

現状を整理する。また、外国籍等の子どもの就学前

教育・保育に関する近年の国や自治体の取組につい

てまとめ、さらに現状を踏まえた今後の課題につい

て考察する。 

なお、外国籍等を持つ子どもの用語について、「外

国人の子ども」や「外国につながる子ども」「海外

につながる子ども」など呼称が見られるが、本稿で

は「外国にルーツを持つ子ども」を用いる。これは、

一般的には「国籍にかかわらず、父・母の両方、ま

たはそのどちらかが外国出身者である子ども」と言

われるが、海外で長年育った日本国籍の子ども（帰

国子女）、日本国籍を含む重国籍の子どもなど幅広

く含む。 

 

2．乳幼児期の子どもの発達と幼児教育・保育 

子どもの権利条約において、乳幼児期における教

育の権利が保障されている。子どもの権利委員会一

般意見 7 号（2005 年）では、乳幼児期の定義として

出生から乳児期全体、就学前の時期および学校への

移行期を含めることとしている。そして、委員会は、

「乳幼児期における教育の権利は出生時に始まる

ものであり、かつ最大限の発達に対する乳幼児の権

利（第６条２項）と密接に結びついていると解釈す

る。（中略）教育の目的に関する一般的意見１号は、

教育の目標は「子どものスキル、学習能力その他の

能力、人間としての尊厳、自尊感情および自信を発

達させることにより、子どもをエンパワーすること

にある」のであって、このことは、子ども中心の、

子どもにやさしい、かつ子どもの権利および固有の

尊厳を反映した方法によって達成されなければな

らない」（子どもの権利委員会 2005：10）と説明し

ている。 

「子どもの人権」を保障する観点からも、乳幼児

期の子どもの教育は重要である。子どもの権利委員
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会は、子どもの権利の保障において乳幼児期を重要

な時期とし、次のように示している。「乳幼児は、

身体および神経系の成熟、可動性、コミュニケーシ

ョン・スキルおよび知的能力の増加、ならびに、関

心および能力の急速な転換という面で、人間のライ

フスパンのなかでもっとも急速な成長と変化の時

期を経験する。」「乳幼児期の最初の数年間は、乳幼

児の身体的および精神的健康、情緒的安定、文化的

および個人的アイデンティティならびに諸能力の

発達の基盤である。」（子どもの権利委員会 2005：2）

つまり、子どもの権利を確立するためにも、乳幼児

の時期がその出発点であるといえる。  

日本での幼児教育として、「幼稚園教育要領」で

は、幼児期の教育は教育基本法にのっとり「生涯に

わたる人格形成の基礎を培う重要なものにかんが

み、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に

資する良好な環境の整備その他適当な方法によっ

て、その振興につとめなければならない」と示して

いる。また、「学校教育の始まりとして、（中略） 一

人一人の幼児が、将来、自分のよさや可能性を認識

するとともに、あらゆる他者を価値のある存在とし

て尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的

変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能

な社会の創り手となることができるようにするた

めの基礎を培うことが求められる」（文部科学省

2017）としている。 

さらに、幼稚園教育要領「第３ 教育課程の役割

と編成等」では、幼稚園教育が、「小学校以降の生

活の基盤の育成につながることに配慮し、幼児期に

ふさわしい生活をとおして、創造的な思考や主体的

な生活態度などの基礎を培うようにするものとす

る。」（文部科学省 2017）とされ、小学校以降の生活

や学習の基盤となる重要な時期であることも示さ

れている。 

「保育園保育要領」では、「保育を必要とする子ど

もの保育を行い、その健全な心身の発達を図ること

を目的とする児童福祉施設であり、入所する子ども

の最善の利益を考慮して、その福祉を積極的に増進

することに最もふさわしい生活の場でなければな

らない」と「子どもの最善の利益」が明記され、さ

らに「子どもの人権への配慮」も明記されている（厚

生労働省 2017）。 

こども家庭庁が 2023（令和５）年 12 月に打ち出

した「こども大綱」のなかでは、子どもの多様な人

格・個性を尊重し、権利を保障し、今とこれからの

「最善の利益」を図ることが明記されている。また、

「幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の

基礎を培う重要なもの」とした上で、「外国籍のこ

どもを始めさまざまな文化を背景にもつこどもな

ど特別な配慮を必要とするこどもを含め、ひとりひ

とりのこどもの健やかな成長を支えていく」と明記

している。 

人間形成の最も重要な 5 歳までの時期の「教育」

ということを考えた時、これからの社会を生きてい

くために必要な力として注目されている認知的・社

会的情緒的のスキルは、その後の学校教育や成人期

を通じて、長期的に影響を及ぼす。そして、成人期

を通じて、その影響は長期にわたるため、学校教育

の質も重要であるが早期からのしっかりとした教

育はその後の発達を加速させることになるとして

いる（OECD2020：18）。 

子どもの乳幼児期は、将来にわたるウェルビーイ

ングの基礎を培い、今後の人生のスタートとなる重

要な時期である。また、地域や家庭の環境に係らず、

子どもの発達に応じた教育・保育を保障しながら、

小学校教育への円滑な接続を図る上でも重要とい

える。 

 

3．保育現場における外国にルーツを持つ乳幼児の

現状 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティングが行った

「外国籍等の子どもへの保育に関する調査研究報

告書」（UFJ2021a）では、外国にルーツを持つ子ど

もが在籍していると思われる保育所等（保育園、認

定こども園、地域型保育事業）は、アンケート解答

園の 60.2%（6511 件）が在籍し、外国にルーツを持

つ子どもの数は 25,752 人と報告された。また、回答

のあった自治体のうち約 7 割が外国にルーツを持

つ子どもが入園している保育所等があると回答し

ている。 

外国にルーツを持つ子どもの増加と、幼児教育・

保育の重要性から、保育現場に関する先行研究が報

告されるようになった。例えば、日本保育協会
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（2008）が実施した調査では、文化の違いにより対

応に苦労している事、外国人の保護者とうまくコミ

ュニケーションができない問題を抱えていること

などが指摘されている。石井他（2020）が行った調

査では、多文化保育が難しいと感じる保育者は 70％

を超えている。その中身は、「コミュニケーション

の難しさ」、「文化・生活習慣」「食事・食文化・食習

慣」が上位に挙げられている。 

三菱 UFJ（2021a）が行った「外国籍等の子どもへ

の保育に関する調査研究報告書」においても、「外

国籍等の子どもや保護者の具体的な困りごとやニ

ーズがわからない」「通訳や翻訳を行える人員が足

りない」「専門的な知識・理解が不十分である」と

いったことが課題として挙げられている（UFJ2021a：

22）。 

また外国にルーツを持つ子どもが在園している

保育園を個別に調査を行った研究論文においても、

同様の困難さと課題が報告されている。小倉他

（2023）が行った、広島県東広島市と呉市での調査

では、外国にルーツを持つ乳幼児を受け入れる保育

園の不安として、言葉の壁による事故の恐れや、文

化や食事に関する理解不足、保護者との意思疎通の

困難が報告された。また、外国にルーツを持つ子ど

もの保護者は、日本語の能力が低いほど、保育士と

の意思疎通に困難を抱えていることが示された（小

倉 2023：83）。 

これらの先行研究から保育現場での課題として、

言語の違いによるコミュニケーションの問題や、宗

教、文化・習慣の違いによる対応の困難さが共通し

て挙げられている。子どもや保護者への対応とし

て、スマホのアプリや絵カードや独自の翻訳カード

を活用する、英語が話せる保育士に通訳してもら

う、平易なやさしい日本語を使う、手振り身振りで

又は写真や実物を見せながら説明するなど、現場で

は工夫をしながら対応していることが明らかにな

った。 

外国にルーツに持つ子どもを受け入れる保育現

場が抱える課題の要因として、外国にルーツを持つ

子どもの背景の多様性が影響している。外国にルー

ツを持つ子どもの背景の多様性は、親が育った国の

文化や母国語、宗教、習慣、価値観等の影響が大き

い。また、日本に来た理由や時期、今後の設計の多

様性など家族の背景も影響する。例えば長期的な滞

在であれば、子どもたちは日本の学校教育を経て、

日本での就労も視野に入れる必要がある。そのた

め、日本語学習や日本文化の理解は将来にも大きく

影響する。近年では、国際結婚や留学生の増加によ

り、日本で生まれ育った外国にルーツを持つ子ども

たちも増えており、母語は日本語だが、生活習慣・

宗教等が一般の家庭と異なるケースも見られる。さ

らに、日本国籍であっても、外国で育ち家庭内の会

話が外国語のため、日本語が不十分なケースも見ら

れる。また、家庭環境・経済状況に加え、子どもの

自身の成育歴や個性、発達の状況も様々なため、そ

れぞれの子どもや家庭が抱える背景は複雑で多様

である（文部科学省 2019：第 1 章 7-8）。 

外国にルーツを持つ子どもへの支援の多くは、学

齢期以降の子どもを対象としたものが多く、日本語

のサポートを中心にした政策が行われている。文部

科学省「帰国・外国人児童生徒教育等に関する施策

概要」では、「指導体制の整備」「教員研修等」「日本

語指導」「調査研究」等の施策が行われているが、

これらは小学校以上を対象としており、幼稚園児は

対象とされていない。さらに、ガイドラインとして

文部科学省（2019）が発行した「外国人児童性の受

け入れの手引」では、幼稚園に入園する子どもにつ

いては取り上げられていない。 

幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認

定こども園教育・保育要領には、外国にルーツを持

つ乳幼児の保育について、「子どもの国籍や文化の

違いを認め、互いに尊重する心を育てるようにする

こと」（保育所保育指針）、「海外から帰国した幼児

や生活に必要な日本語の習得に困難のある幼児に

ついては、安心して自己を発揮できるよう配慮する

など個々の幼児の実態に応じ、指導内容や指導方法

の工夫を組織的かつ計画的に行うものとする」（幼

稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育

要領）と示されている。家庭への支援として、「外

国籍家庭など、特別な配慮を必要とする家庭の場合

には、状況等に応じて個別の支援を行うよう努める

こと」（保育所保育指針、幼保連携型認定こども園

教育・保育要領）と明記されている。しかし、外国

にルーツを持つ子どもの保育に関する方法や内容、

配慮事項につい明確には記載されていない。また、
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保育所においては乳児を受け入れており、子どもの

健康状態や発育の的確な把握、疾病への対応、家庭

との連携など「養護」に関する配慮が求められる。

外国にルーツを持つ子どもの多様性に応じた具体

的な方法や配慮事項が必要となる。 

就学前の外国にルーツを持つ子どもの幼児教育・

保育への受入れに関する情報として、文部科学が

2020 年「外国人幼児等の受け入れにおける配慮に

ついて」を作成し、外国人幼児等の受け入れ時の配

慮、指導における配慮、家庭との連携における配慮、

関連機関との連携における配慮などを示している。

また同年に、幼稚園について 7 か国とやさしい日本

語で説明された「幼稚園の就園ガイド」を公表して

いる。 

保育所等に関する情報としては、厚生労働省子ど

も・子育て支援推進調査研究事業において、三菱

UFG（2020）による「保育所等における外国籍等の

子どもの保育に関する取組事例集」が作成された。

これはアンケート調査に基づき保育現場が抱える

課題や、外国にルーツを持つ子どもの保育にあたっ

ての基本的な考え方と配慮のポイント、各自治体の

取り組み事例等が示されている。また、2021 年には

同事業の「外国籍等の子どもへの保育に関する取組

ポイント集」が作成され、各自治体に向けた取組に

関する事例が紹介された。 

外国にルーツを持つ子どもの家庭環境、教育・保

育現場での受け入れ状況や入園手続きも、地域によ

って様々である。そのため先行研究による現場から

の声や取組み事例などを活用した、各自治体でのガ

イドライン等の作成が求められている。例えば、在

留外国人が多い神奈川県では、かながわ国際交流財

団が、神奈川県綾瀬市と協力して「外国人住民の未

就学児が保育園・幼稚園に入るための仕組みづくり

調査」（2022）を実施した。3 歳以上で保育園幼稚園

に入園していない子どもは、外国にルーツを持つ幼

児が全体の 41%に上り、日本人の未就園率 4.8%を

大幅に上回った。外国籍の保護者からの相談では、

就労状況によって入園条件を満たさないケースや、

入園に関する書類の記入が困難、日本語ができない

ことや宗教が理由で入園を断られた、などが報告さ

れた。同財団は、園で外国にルーツを持つ園児や保

護者をスムーズに受け入れられるための、「保育園・

幼稚園での外国につながる園児・保護者受入れガイ

ドブック」が作成された。 

しかし、実際には多くの自治体では、予算不足・

人材不足、また専門知識の不足や類似の経験がない

等の理由で取組が進まない現状もあり、国として多

様性に応じた総合的・体系的なガイドラインの作成

が望まれる。 

 

4．外国籍にルーツを持つ子どもの「未就園児」の

存在 

可知（2020）の調査では、３～５歳で保育園にも

幼稚園にも（認可・認可外問わず）認定こども園に

も、どこにも通っていない未就園児が全国に約 9 万

5000 人いると推測される。これだけの未就園児が

いる背景には親の貧困、子どもの障がい、外国籍、

多子など社会的に不利な家庭に多い傾向にある。特

に、外国にルーツを持つ子どもの場合、文化的背景、

宗教や言葉が違うといった理由で幼稚園や保育園

が受け入れを敬遠するケースも多いという。また、

自治体窓口での手続きの繁雑さや言語の壁が、入園

を阻む要因でもあるという。 

この調査により、乳幼児健診未受診者、未就園児

等、必要なサービスにつながることができず、孤立

していている子どもや家庭の存在が明らかになっ

た。こうした状況を受けて、「こども政策の推進に

関する有識者会議報告書」において「幼稚園、保育

所、認定こども園のいずれにも通っていないこども

の状況を把握し、必要な教育・保育、子育て支援サ

ービス等の利用につなげていくことが必要である」

（内閣府 2021：14）と提言された。 

未就園児等の把握、支援のための調査として行わ

れた「未就園児等の把握、支援のためのアウトリー

チの在り方に関する調査研究」（ NTT 2023）では、

地方自治体や民間団体における就学前の未就園児

を対象とした把握と、外国にルーツを持つ家庭、発

達障害を持つ子どもや保護者への支援等の取組を

対象にヒヤリング調査が行われた。外国にルーツを

持つ未就園児やその家庭の背景について、貧困や多

子、きょうだいがこどもの面倒をみるなど複合的な

課題を抱えるケースが多いことが示された。また、

文化的にきょうだいや友人間の支え合いで子ども

の面倒をみる地域もある。さらに、日本語の理解の
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困難さにより就園を断られるケースや申請におけ

る言語の壁も指摘されている。 

調査結果から今後の取組については、外国にルー

ツのある家庭については、個別の課題に対する取組

として、「言語の壁による孤立やアクセス困難も想

定されることから、地域の日本語教室との連携や

ICT を活用した学習コンテンツの活用などによる

日本語教育の推進を行うとともに、行政窓口におけ

る多言語・やさしい日本語での対応を推進するこ

と」（NTT2023：36）と記載されている。しかし、そ

もそも地域の日本語教室の設置や多言語・やさしい

日本語での対応について、外国人が多く在住してい

る地域では、自治体の様々な支援が見受けられる。

しかし、多くの自治体では外国人に対する支援が十

分とは言えない。文化庁（2024）によると、2022 年

11 月現在日本語教室がない空白地域の市町村は

834 か所（44%）と発表し、日本語教育に関するリ

ソースには地域によって差があることが課題とし

て挙げられている。  

幼児期の教育・保育は、保育者や園児など周りの

人々との関りや、様々な遊びや活動を通して自主

性、忍耐力、協調性が養われる。さらに基本的な生

活習慣の習得、園での食事を通して必要な栄養を摂

取することもできる。幼児教育の必要性について内

海（2021）は次のように指摘する。「就学後の学力

の獲得、進学等のキャリア形成を考えると、社会的

に不利な状況にある家庭の子どもにこそ幼児教育

が必要である。」（内海 2021：27）社会的不利を被ら

ないように外国にルーツを持つ子どもとその家庭

に就園の機会が等しく与えられる制度が整備され、

地方公共団体が把握する未就園児を幼児教育・保育

に繋ぐ取り組みが求められる。 

 

5．認可外保育施設と幼保無償化制度の改正 

利用者のニーズに合った保育サービスや、利用者

が自由に選択できる保育施設として、認可外保育施

設を利用する外国にルーツを持つ子どもも存在す

る。 

こども家庭庁（2023a）によると、認可外保育施設

は、2023 年 3 月 31 日現在、認可外保育施設の届け

出数は 19.955 施設である。前年度と比較して 103 施

設減少している。減少している 103 施設の中には、

「子ども・子育て支援新制度の施設・事業」に移行

した 68 施設が含まれており、認可保育所への移行

や無償化の対象となる基準適合への取組みも図ら

れている。 

認可外保育施設は、認可保育所等に入れない場合

の受皿としての側面を持ち、待機児童問題を解消す

る一面も持つ。しかし、認可基準や利用規定にとら

われず、園との直接契約で、空きがあれば就労証明

書がなくても入園が可能になり、施設独自の質の高

い教育・保育を行う認可外保育施設も少なくない。 

池本（2022）は、認可外保育施設は、子どものニ

ーズに合った多様で柔軟な保育を提供できるため、

施設側が認可外を選択する動きもあると指摘する。

認可保育所の場合は、地域型保育事業では年齢制限

があり、利用者の選考は市町村で行われるため、希

望する園を利用できない場合がある。また、保育の

中身も平均的な子どもや家庭を想定した画一的な

ものになりがちであるが、認可外保育施設は、「直

接契約による利用となるため、親との合意のもと

で、ダイナミックな自然の中での遊びや、異年齢保

育、少人数保育、親の参画など、特徴的な保育を実

現しやすい。」と指摘する（池本 2022：50）。 

認可外保育施設には、インターナショナルスクー

ルなど外国にルーツを持つ子どもを中心に受け入

れている施設もあり、外国人保育者がメインで、子

どものニーズに合った多様で柔軟な保育を提供す

るなどメリットも大きい。認可外保育施設を利用す

る外国にルーツを持つ子どもに関する全国的な調

査は行われていないが、日本総合研究所の調査報告

（2022）のヒヤリングでは、未就園児の要因として、

認可外のインターナショナルスクールを利用して

いるケースが報告されている。これらのインターナ

ショナルスクールや外国にルーツを持つ子どもが

多い認可外施設では、保育士の人材確保や保育内容

など一定の基準を満たす点においてハードルが高

いといえる。 

認可外保育施設の「保育の質の確保・向上」のた

め、認可外保育施設に対する指導監督の充実など支

援が進められ、認可保育所への移行や無償化の対象

となる基準適合への取組みが図られている。2019年

10 月から実施されている幼児教育・保育の無償化

では、認可保育所等に通う子どもと、都道府県等に
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届出を行い国が定める基準を満たした認可外保育

施設等に通う子どもが、無償化の対象となってい

る。その経過措置として 5 年間（2024 年 9 月末ま

で）の間が、猶予期間として設けられている（子ど

も・子育て支援法改正附則第 4 条）。しかし、2024

年の「子ども・子育て支援法等の一部改正」では、

「基準を満たさない認可外保育施設の無償化に関

する時限的措置の期限到来に対する対応」として無

償化への申請が困難な施設には経過措置が 2024 年

10 月から 2030 年 3 月末まで延長されることとなっ

た。無償化への申請が困難な事例として、外国にル

ーツを持つ子どもの多い施設や夜間保育所につい

て対応が困難な事例が報告され、それらの施設につ

いては、基準を満たす取組や転園等の対応を行った

場合でも、申請が困難なケースに限り経過措置の延

長となる。 

無償化対象となる経過措置の延長は、様々な理由

で認可外保育施設を利用する子どもにとってプラ

スの面もあるが、経済的負担の少ない認可保育所等

へ転園すれば利用者の減少にともなう経営難によ

ってそれらの施設の撤退が余儀なくされることも

考えられる。 

日本総合研究所（2022）は、認可保育所等への移

行を考える上での阻害要因について認可外保育施

設と自治体に対するアンケート調査を行った。施設

アンケートでは認可保育所等への移行に関する自

由記述が示され、その中から外国にルーツを持つ子

どもが中心の施設と思われる意見が複数見られた。

「認可保育所等に移行することで、認定を受けなけ

ればならず、利用者が自由に選択することができな

い」、「保育内容が保育指針に合わない」など画一的

な保育になることに対する懸念や、「インターナシ

ョナルスクールのため、外国人保育者がメインで日

本の保育士資格を取得できない」、「低賃金で保育士

の確保が難しい」、「資金面の問題」といった申請基

準に関する意見が出された（日総研 2022：78-90）。

インターナショナルスクールや外国にルーツを持

つ子どもが多い保育施設を利用することは、それぞ

れのニーズに合った保育施設を選択でき、外国にル

ーツを持つ子どもやその保護者が、母語で保育や情

報が受けられる、母国の文化・習慣を理解してもら

えるといった、子どもの情緒的安定や保護者の安心

感にもつながると考えられる。 

認可保育所等への移行や無償化制度の対象とな

ることで、利用者の経済的負担や教育・保育の質に

対する不安が軽減されることは考えられる。認可外

保育施設の経営難による保育の質の低下を防ぐこ

とにもつながるが、利用者のニーズや子どもの個性

に応じた教育・保育が提供されるとは限らない。特

に、外国にルーツを持つ子どもの場合は、国籍、宗

教、言語など多文化の背景を抱えており、言語や文

化の理解、保育環境や保育者の専門性によっても影

響を受ける。認可・認可外保育に関わらず、すべて

の子どもに対する適切な「保育の質」「保育環境」

を提供することは国の責務であり、子どもたちが成

長発達に応じた保育を受ける権利は保障されなけ

ればならない。 

 

6．認可外保育施設への外国人保育士の導入 

認可外保育施設に対する指導監督は、「認可外保

育施設に対する指導監督の実施について」により示

されており、その一部改正が行われた。それに伴い

「国家戦略特別区域の地域内に所在する認可外保

育施設で、その施設を利用する児童の全て又は多く

が外国人であるものに係る職員配置の取り扱いに

ついて」の内容の一部変更が行われた。 

2014 年「日本再興戦略」においては、日本の立地

競争力を強化する観点から、国家戦略特区に関する

取組を加速化することとしており、このうち「保育

士不足解消等にむけての対応強化」に係る項目とし

て、次の文言が示されている。 

「国家戦略特区においては、全て又は多くの入所

児童が外国人である認可外保育施設について、外国

語でコミュニュケーションをとることの必要性、子

どもの安全の確保を含む適切な保育を提供するこ

との必要性を踏まえ、認可外保育施設指導監督基準

において従事者の概ね 3 分の 1 以上配置しなけれ

ばならない保育士等に、外国での保育士資格を持つ

外国人を含めることについて速やかに検討し、結論

を得る。」（厚生労働省 2014：72）とされている。こ

れにより、次の内容が 2023 年 4 月より、実施され

ることとなった（厚生労働省 2023）。 

まず、認可外保育施設における保育に従事する者

の数及び資格の取り扱いについて改正された。認可
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外保育施設に従事する者の数・資格については、「概

ね 3 分の 1 以上は保育士又は看護師（略）の資格を

有する者であること」とされているが、「特区内外

国人受入れ認可外保育施設」（過去 3 年間に当該施

設を利用した乳幼児の半数以上が外国人であり、今

後も同様であると見込まれるもの）については、次

の条件を満たすことで「概ね 3 分の 1 以上」とみな

されることとなった。 

①その施設を利用するすべての乳幼児のうち外

国人である乳幼児の占める割合が、概ね 2 分の 1 以

上であること 

②外国の保育士資格を保有する者その他外国人

である乳幼児の保育について十分な知識経験を有

する者と認められるものを、十分な数だけ配置して

いること。外国の保育士の専門性や保育に関する十

分な知識や経験の判断については、書類提出を受け

て、都道府県知事の判断が基本となる。 

③日本の保育士資格を有する者を 1名以上配置し

ていること。 

④適切な保育の提供について調査等を行う際に

は積極的に協力すること 

この改正によって、これまでインターナショナル

スクールや外国にルーツを持つ子どもが多く利用

している認可外保育施設での、日本の保育士資格取

得基準が緩和されることとなり、認可保育所等への

移行や無償化制度の基準を満たしやすくなる。しか

し、外国人保育士の専門性や保育に関する十分な知

識や経験の判断については、各自治体が行うため、

地域によって保育内容や環境に差が生じることが

懸念される。認可・認可外に関わらず、質の高い保

育が行える環境を整える必要がある。地域によっ

て、「保育の質」に格差が生じてはならない。 

この国家戦略特区制度「外国人乳幼児が多い認可

外保育施設における指導監督基準の特例」認定を全

国では沖縄県北谷町、愛知県岡崎市が受けている。

沖縄県北谷町は周囲に米軍基地立地があり、外国に

ルーツを持つ子どもが認可外保育施設を利用して

いる。また愛知県岡崎市によると、1990 年の改正入

管法施行以降、岡崎市ではブラジル人を中心に外国

人市民数が増加し、2024 年 1 月 1 日には、過去最

高の 13,748 人を記録。2024 年 4 月 1 日時点で、市

内の外国にルーツを持つ乳幼児の人数は、乳児（0

～2 歳）は 320 名、幼児（3～5 歳）は 330 名と多く

の乳幼児を保育している。多くの保育施設では保育

士不足のため、日本の保育士資格を保有し、かつ外

国語を話せる人を雇用することは難しく、外国にル

ーツを持つ乳幼児が多い自治体でも、同様の問題を

抱えていると考えられる（中京 TV 2024）。そのた

め、特定地域外においても、外国にルーツを持つ乳

幼児が多い地域では、外国人の保育士の雇用等につ

いて今後検討が必要になると思われる。 

認可外保育施設における外国人保育士の雇用は、

外国にルーツを持つ乳幼児と保護者にとって大き

なメリットが考えられる。佐々木（2021）は、外国

人保育士の登用による成果として、母国語意思疎通

が可能な外国人保育士の支援によって情緒の安定

をもたらし、就学前の外国にルーツを持つ子どもに

とって大切な母国語を維持し、同時に日本語の習得

を促すことにもつながるとしている。その結果とし

て、母国文化に負い目を感じることなくアイデンテ

ィティを形成し、その中で個々の持つ能力と資質を

開花させていくことが可能になるとしている。ま

た、日本人保育士や日本人の子ども・保護者にとっ

ても言葉や外国文化の理解につながり、外国人児童

と保護者にとっては母国語でのコミュニケーショ

ンが可能になり、園の行事参加や日本人保護者との

交流の機会にも貢献していると指摘している（佐々

木 2021：54-55）。今後はさらに外国にルーツを持つ

乳幼児は増加すると考えられており、日本人保育士

の不足に加え、通訳者の不足、さらに、外国語が話

せる専門性を持つ保育士を確保することは困難と

考えられる。子ども一人ひとりに適切に支援できる

体制を整えるためにも、特定の地域や保育施設だけ

でなく外国人保育士の雇用は今後さらに検討すべ

き課題であろう。 

 

7．今後の課題 

在留外国人や外国にルーツを持つ子どもの状況

は地域によって異なり、対応も地域によりさまざま

である。しかし、今後地方においても在留外国人は

増えることが予想されている。今後の課題として、

外国にルーツを持つ子どもを幼児教育・保育で受け

入れていくための施策や小学校へのスムーズな移

行を図るための取組について、地方公共団体だけで
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なく、NPO やボランティア団体、国際交流協会、企

業など地域の関連機関と連携して推進することが

望まれる。また、すべての子どもたちの「最善の利

益」を保証するための保育制度についても検討が必

要と思われる。 

 

1）地域での支援体制の構築 

「こども大綱」では、親の就業にかかわらず、特

に 3 歳未満の子育てにおいて認定こども園など地

域の身近な場を通じた支援の充実と、未就園児の状

況を把握し、必要な教育・保育、子育て支援サービ

ス等の利用に繋ぐことが示されている。 

すべての子どもへの幼児教育・保育を保障する観

点から、地域に在住する外国人家庭とその子どもの

実態把握が求められる。様々な理由で幼稚園や保育

施設を利用していないケースがある。利用したくて

も方法がわからない、あるいは情報が届かない、発

達に問題があるなど特に支援が必要なケースが発

見された場合、関係機関の支援に繋ぐことも可能に

なる。自治体によっては入園あるいは就学のパンフ

レットを家庭や幼稚園・保育園に配布しているが、

託児施設を利用していない家族にも情報を届ける

ために、地域の医療機関、母子保健センター、スー

パー、外国人コミュニティー、外国人支援団体など

身近な場所でも入手できるような環境整備が求め

られる。 

また地域で生活する外国人とその家族への生活

支援も求められる。日本での生活において外国にル

ーツを持つ子どもや保護者にとって、特に「言葉の

壁」は大きな課題である。保育士との意思疎通や入

園申請の困難さを生じるだけでなく、医療、保健、

書類の届け出、緊急時の対応など生活に関する多様

な場面で「言葉の壁」は問題となる。文化庁では、

日本で生活する外国人のための日本語教室の推進

を図っており、「日本語教育の推進に関する法律」

（2019 年 6 月施行）に地方公共団体の責務が明記

され、地域日本語教育を実施する地方公共団体も増

加した。2023 年度には、55 の地方公共団体が文化

庁の「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事

業」に取組んでおり、2019 年度の 17 団体からは大

きく進展している。しかし、地域内に外国籍住民が

散在､偏在しているため､外国籍住民が少ない地域

では日本語教室の必要性が十分に可視化されずに

空白地域となっている（文化庁 2024）1）。 

また、学齢期の外国にルーツを持つ子どもが小学

校に就学し円滑に学校生活へ適応できるように、日

本語の読み書きなど学習に関する学びや日本での

ルールなどを学ぶ学齢期の子どもを対象としたプ

レクラス等の初期適応指導教室や、プレスクールが

開催されている。保護者にとっても日本の学校生活

や文化、制度を知ることは重要である。特に外国人

向け託児所を利用している場合や未就園児の場合

は、日本の教育や制度に関する情報が届きにくい現

状がある。さらに、プレスクールに参加することで、

わからないことを質問したり、他の親子と交流する

ことで就学後の不安が軽減されるメリットもある。

しかし、プレスクールの実施においても地域格差が

見られる。 

総務省（2022）が策定した「地域における多文化

共生推進プラン」では、通訳や外国人向け多言語相

談窓口、日本語教育の推進などの「コミュニケーシ

ョン支援」が示され、日本語指導が必要な子どもた

ちのための日本語教室、子ども・子育て支援及び福

祉サービスの多言語対応、就学促進や教育環境の整

備、幼児教育制度の周知・多文化対応などの「生活

支援」といった施策が出された。各自治体にはこれ

らの計画策定が示されたが、地域によって実施状況

には格差を生じている（文化庁 2023）2）。 

外国人住民にとって最も身近な自治体は市区町

村である。必要な情報や支援が必要な人に届き、外

国人家庭やその子どもたちが孤立することなく保

育や教育を受ける権利を保障し、地域の構成員とし

て生活できる社会の実現のためには、自治体の取組

に加え、地域あるいは広域の NPO 団体や外国人住

民に関わる組織等との連携・協働が求められる。そ

して、その情報と支援を必要な人に届けるための関

係機関のネットワーク構築とそのコーディネート

が必要となる。 

 

2）幼児教育・保育の制度に関する検討 

外国にルーツを持つ子どもの教育・保育について

は、それぞれの教育・保育現場で工夫をしながら、

子どもとその家庭への支援が行われており、「園や

地域に応じた」保育内容や配慮を実施しているのが
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現状である。今後、外国にルーツを持つ乳幼児の増

加が予測されるため、国レベルでの多様性に応じた

体系的なガイドラインやカリキュラムの作成が望

まれる。 

また、幼児教育・保育に関する施策については、

幼保無償化制度の在り方も含めた保育制度の見直

しも必要と思われる。幼保無償化制度については、

様々な理由で無償化の対象外とされた幼児教育施

設や認可外保育施設を選択せざるを得ない子ども

も存在する。外国にルーツを持つ子どもに限らず、

発達障害や特別な支援が必要な子どもなど、すべて

の子どもたちが平等に教育・保育を受ける権利を保

障しているとは言い難い。「こども大綱」では、「子

育てや教育に関する経済的負担の軽減」とし、幼児

教育・保育の無償化など幼児期からの切れ目ない負

担軽減が明記されている。また、認可外保育施設に

おいても指導監督基準という外形的な尺度で良し

悪しを判断するのではなく、保育の内容など多様な

取組を評価する方法についての検討が望まれる。 

さらに、日本語以外の言語、例えば英語が話せる、

多文化理解など専門的な知識や経験を持つ保育士

の必要性も高まっていることから、外国人保育士の

雇用や英語での保育士試験受験、多文化に関する研

修会の実施など、多文化共生保育に向けて制度の見

直しも望まれる。 

 

8．おわりに 

外国人人材の受入れが全国的に進む中、定住化傾

向も進展している。それにより、子育てや就労等に

必要な支援や環境整備が求められている一方で、地

域による格差も生じている。「子どもの権利条約」

に批准した我が国において、国籍、宗教、人種、言

語に関わらず「子どもの最善の利益」を保証するた

めの施策は図られなければならない。特に、就学前

の子どもの幼児教育・保育の重要性から考えると、

小学校に入学してからの支援では遅いといえる。し

かし、就学前の外国にルーツを持つ子どもへの支援

は、小学校以降の支援と比較しても十分とは言い難

い。各自治体の取組についても、予算や人材不足、

また在留外国人数が少ないなどの理由で、地域によ

っても支援に格差が生じている。未就園児や未就学

児の状況からも、就学前の外国にルーツを持つ子ど

も支援として、これからは特定地域に限らず保健・

医療・福祉においてサポート体制が求められる、そ

れぞれの分野における外国人対応のガイドライン

の策定や具体的な取組が求められる。さらに、すべ

ての子どもが適切な教育・保育を受ける権利を保障

するため、多様性に応じた保育制度の在り方につい

て今後議論されることを希望する。 

 

         注 

１）文化庁（2024）『日本語教育関係施策等の推進  

状況について令和 6 年 7 月』 

「日本語教室が開催されていない市区町村（以

下、空白地域）は 834 である（2022 年 11 月現在）。 

その地域に在住する外国人数は 149,062 人となっ

ており、こうした外国人には日本語学習機会が十

分に行き 届いていない。」 

２）文化庁（2023）によると、2023 年 4 月 1 日現

在、策定している自治体は都道府県、指定都市レ

ベルでは 100%であるが、区市町村を含め全体と

しては 54％で約半数である。 
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